
今後の業務の内容と工程(案)について
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H26.5.20 第２回 清水港防災対策連絡協議会 資料６



１．計画の前提 目的、計画の位置づけ、計画の運用体制、計画の対象、計画の構成

２．被害想定

３．機能回復目標 緊急物資、コンテナ、石油・ガス、バルク、一般貨物

４．発災後の行動計画

５．事前対策

６．清水港ＢＣＰの運用

4-4 応急復旧
・航路啓開
・緊急物資輸送用施設
・コンテナターミナル
・ﾊﾞﾙｸ・一般貨物輸送用施設
・ｶﾞﾚｷ・被災貨物の処理

4-6 港湾物流
・石油・ガス
・コンテナ
・バルク
・一般貨物

5-1津波避難誘導 5-2初動
・通信手段確保、参集場所確保等

6-3 計画の見直し6-2 訓練の実施6-1 協議会の開催

4-1 概要

4-3 初動 緊急体制、被害調査、応急復旧方針の決定

4-2 津波避難誘導

4-5 緊急物資輸送
・内航船依頼
・トラック調整
・岸壁指定（ﾊﾞｰｽ調整）
・荷役依頼
・船舶誘導依頼

2-1 対象災害（L1・L2） 2-2 被害想定

5-3 応急復旧
・航路啓開
・緊急物資輸送用施設
・コンテナターミナル
・ﾊﾞﾙｸ・一般貨物輸送用施設
・ｶﾞﾚｷ・被災貨物の処理

5-5 港湾物流
・石油・ガス
・コンテナ
・バルク
・一般貨物

5-4 緊急物資輸送
・荷役機械の確保
・上屋・倉庫の確保
・港湾と広域物資拠点間の

輸送体制の強化 等

１．清水港ＢＣＰの構成（案）

清水港ＢＣＰの構成（案）を示す。

※ 資料７は、
これまでの検討を
この構成に則り
作成した暫定的
なものです。
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清水港ＢＣＰは、大規模地震時の避難、応急復旧、緊急物資輸送、港湾物流機能維持に関
する目標、発災後の行動、事前対策、ＢＣＰの運用に関する全体像と関係者の役割を整理
する。
静岡県は、来年度以降、本計画を受けて、津波避難誘導計画、清水港地震災害対策マニュ

アル、新興津CT地震災害復旧プログラムの改訂を行う。
各関係者においても、清水港BCPの内容を自組織のBCPや防災計画に反映させる。

２．清水港ＢＣＰとマニュアル等の関係 及び 今年度の業務
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清水港ＢＣＰ
＜津波避難誘導、応急復旧、緊急物資輸送、港湾物流機能＞

清水港ＢＣＰの運用

機能回復目標

発災後の行動計画

事前対策

地域防災計画
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等

計画の前提

被害想定

※ 今年度は、清水港BCPに組み
込む既存のマニュアル等の見直しを
行うとともに、清水港BCP最終案を
纏めることを目指す。
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３．１）清水港地震災害対策マニュアルの概要

○策定の経緯
・静岡県は、平成13年5月に「第3次地震被害想定」を公表、
これを受けて、清水港では、平成14年9月に民間事業者代

表と行政機関及び学識経験者を委員とする「清水港地震対
策協議会」を設置し、4回の協議会での検討とイメージト
レーニングを経て平成16年3月に「清水港地震災害対策マ
ニュアル」が策定された。

・その後、「清水港地震対策連絡会議」（以下「連絡会議」とい
う）が設立され、毎年訓練を実施するとともにマニュアルの
改訂を加え、現在に至っている。

○目的

・大規模地震時に必要となる緊急物資の輸送において、行
政機関と民間事業者が相互に連携して緊急対応業務を実
施していくために必要な事項を明記する。

○マニュアルの対象者
・地震防災に関連する諸団体の防災担当者と行政担当者

○対象期間
・大規模地震発生の予測段階～発災後約２週間

  
 

 

清水港地震災害対策マニュアル 
 

  

 
 

 

 

 

 

 

平成 24 年 3 月改正 

 

清水港地震対策連絡会議 

県中部地区への緊急物資等の輸送拠点として

機能するために 

平成23年８月改正

○その他

・地震災害は、「予知型」に対応。
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Ⅰ 共通編
Ⅰ-1 マニュアルの目的等
Ⅰ-1.1 目的
Ⅰ-1.2 対象者
Ⅰ-1.3 対象期間
Ⅰ-1.4 使い方
Ⅰ-1.5 改訂方針
Ⅰ-1.6 事務局

Ⅰ-2 地震対策関係図
Ⅰ-2.1 清水港災害対策業務の全体の流れ
Ⅰ-2.2 大規模地震発生後の緊急物資の海上輸送

Ⅰ-3 情報連絡様式の記入方法等
Ⅰ-4 津波への事前対策

３．２）マニュアルの構成

Ⅱ 個別編
Ⅱ-1 民間事業者

Ⅱ-1.1  清水港運協会
Ⅱ-1.2  清水港上屋利用組合
Ⅱ-1.3  静岡県倉庫協会 清水支部
Ⅱ-1.4  清水海運貨物取扱同業会
Ⅱ-1.5  欠
Ⅱ-1.6  清水水先区水先人会
Ⅱ-1.7  曳船事業者
Ⅱ-1.8  静岡県内航海運組合
Ⅱ-1.9  静岡県旅客船協会
Ⅱ-1.10 清水港船舶代理店会
Ⅱ-1.11 清水港船舶情報センター
Ⅱ-1.12 建設業協会等（清水建設業協会・清水港港湾

建設工事安全協議会・日本港湾空港建設協会静岡
県支部 ）

Ⅱ-1.13 清水港石油災害防止会
Ⅱ-1.14 清水コンテナターミナル

Ⅱ-2 行政機関
Ⅱ-2  静岡県清水港管理局・県庁港湾局

Ⅲ 資料編
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３．３）各会員の活動マニュアル

・連絡会議の会員ごとに活動マニュアルを策定している。（国の機関は除く）

【各会員のマニュアルの例】
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３．４）清水港地震災害対策マニュアルの見直しの方針

○機能回復目標への対応
・清水港ＢＣＰの機能回復目標を受けた復旧活動の見直し

Ｌ１：３日後 新興津1号を含む５岸壁以上
Ｌ２：３日後 新興津1号,興津1･2号の３岸壁 → ５日後 ７岸壁以上

○非予知型地震、Ｌ２地震・津波への対応
・大規模津波に対応した航路啓開
・ガレキや被災貨物の仮置場の確保

○国の機関との連携と指揮命令系統の明確化
・応急復旧と緊急物資輸送における国の機関との連携強化
・静岡県を中心とする指揮命令系統の明確化

○港湾物流機能維持を見据えた応急復旧
・発災後の早い段階からの港湾物流機能維持に向けた応急復旧方針の確認

○清水港と広域物資拠点間の輸送体制の明確化
・清水港から広域物資拠点への輸送体制の明確化
・広域物資拠点における荷役体制の強化
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４．１）新興津ＣＴ地震災害復旧プログラムの概要

・清水港管理局は、平成20年に新興津コンテナターミナルの大規模地震時の復旧手順を整理した「清水

港新興津コンテナターミナル地震災害復旧プログラム」（以下では「復旧プログラム」という）を策定してい
る。

○対象地震
・東海・東南海地震（津波浸水深さ50cm程度）

○対象施設
・新興津１号岸壁（水深-15m，延長350m，耐震，
ハイブリッドケーソン）
・ガントリークレーン３基（耐震）
・コンテナヤード、管理システム等

○被害想定（一部）

・コンテナ船の荷役は可能であるが、ガントリー
クレーンの不能、クレーンレールの蛇行により
荷役システムが機能しない。また、地震時の衝
撃力や津波による浸水によりシステムがダウン
する可能性がある。

○復旧目標
・発災後、概ね2 週間後に新興津コンテナターミ
ナルの暫定供用を開始することを目標とする。

・第1 バースについて、応急復旧を行う最低限の
目標延長は、140m／350m とする。
※現在、66m分をターミナル内にストック

【新興津2号岸壁供用前の応急復旧イメージ】
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・平成２５年５月に２号岸壁とガントリークレーン（免震）２基が供用開始された。
・ガントリークレーン（免震）は取扱量の推移を見ながら１基増設する計画である。
・平成２６年４月に２号岸壁背後のマーシャリングヤードの第1～7レーンのうち、第1～3レー
ンが供用開始。蔵置能力は3,140TEUとなっている。

新興津ＣＴ復旧
プログラム策定時

（平成20年）

現在

（平成２６年度）

岸壁 １号岸壁（‐15,350m） １号岸壁（‐15,350m）
２号岸壁（‐15,350m）

ガントリークレーン 耐震３基 耐震３基 免震２基
（免震１基増設計画あり）

蔵置能力 2,802TEU
（ｸﾞﾗﾝﾄﾞｽﾛｯﾄ数）

3,140TEU
（ｸﾞﾗﾝﾄﾞｽﾛｯﾄ数）

【２号岸壁供用前】 【現在】

４．２）新興津ＣＴの整備状況
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２．４）新興津ＣＴ地震災害復旧プログラム見直しのポイント

○Ｌ２地震・津波への対応

・大量の被災コンテナの撤去・処理

・ガントリクレーンや電気設備の浸水被害後の復旧

・事前対策（被災コンテナの仮置場の確保、洗浄水の確保、電気設備の嵩上
げ、代替クレーンの確保、コンテナの流出防止等）

○新興津２号岸壁と免震クレーンの供用への対応

・復旧範囲の見直し

・被災後のスペースの使い方（蔵置スペース、被災コンテナの仮置場、復旧
資機材置場）

○機能回復目標への対応

・清水港ＢＣＰの機能回復目標を受けた復旧工程の見直し。
Ｌ１： 2週間後ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ
Ｌ２： 2週間後ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ → 3ヶ月後 ｶﾞﾝﾄﾘｰｸﾚｰﾝ
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３．１）清水港津波避難誘導計画の見直しの方針

○レベル２地震・津波への対応
・レベル２地震津波まで考慮した、県第４次想定による地震津波を対象とする

より速い津波到達時間（最短９分後→４分後）、浸水エリアの拡大等に対応

○対象エリアを清水港臨港地区全域に拡大
・新興津・興津・袖師地区の計画から、臨港地区全域を対象とする

○国ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ踏まえた見直し
・水際に最も近く、津波の到達時間が早い等、条件の厳しい港湾の特性に対応

した指針として国土交通省港湾局が公表した、「港湾の津波避難対策に関す
るガイドライン（H25.9）」を踏まえた見直し

・清水港の特性（扱い貨物量に比べ狭小な埠頭、大半が液状化可能性の高い
浚渫土による埋立地）も考慮

○実効性の高い計画とするための方策
・図上検討では不十分な点に訓練などからの知見を反映
・大学等の実践型研究などへの協力により、防災の専門家の知見や研究成果

を計画に反映
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第１回 BCP検討部会

ＢＣＰ検討の工程案と検討内容

BCP検討部会委員への聞き取り調査
（個別訪問又はｱﾝｹｰﾄ）（H25.8~9月）
・危機管理体制
・清水港の物流実態
・ＢＣＰへの課題 等

・県港湾共通ルールによる
津波避難誘導計画（全地区）案

関係者の連携・協働体制樹形図（案）

BCP検討部会 緊急物資小部会

第？回 BCP検討部会
・地震災害対策マニュアル、新興津ＣＴ復旧プログラム、津波避難誘導計画の見直し案の了解
・緊急物資･コンテナ・バルク他部分（緊急物資輸送・港湾物流編）最終（案）の了解
・関係者の連携・協働体制樹形図（案）の確認
・ＢＣＰ（最終案）について

●清水港防災対策連絡協議会 ●幹事会BCP検討部会 ●幹事会小部会

第1回 清水港防災対策連絡協議会
H25.7.8

・静岡県第４次地震被害想定
・東日本大震災での港湾被害等

被害想定
・地震・津波（Ｌ１・Ｌ２）

・港湾施設（航路・泊地、岸壁、荷捌
地、荷役機械、臨港道路、上屋）

・被害想定図

機能回復目標の設定
（緊急物資、コンテナ、石油・ガス、

バルク、一般貨物）
・機能回復の時期
・施設の復旧水準

清水港の現況
・施設整備状況・利用状況
・危機管理体制
・地震・津波対策の実施状況

地震・津波対策の
実施状況

危機管理体制

津波避難誘導計画素案

ＢＣＰへの課題
・危惧される被害
・津波避難
・復旧
・緊急物資輸送
・幹線貨物輸送（コンテナ、バルク）
・関係者の連携・協働体制

・清水港BCPの構成
・被害想定
・機能回復目標

（新興津１号岸壁での
緊急物資扱いについて）

・地震災害対策マニュアル
（赤本）の見直しの方針

・発災後の行動計画
・事前対策

港湾機能停止の影響

荷主企業の動向

BCP検討部会 コンテナ小部会

・清水港BCPの構成
・被害想定
・機能回復目標

（Ｌ２でも２週間以内で
コンテナ荷役再開）

・新興津ＣＴ復旧ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの見直しの
方針
・発災後の行動計画

（Ｌ１，Ｌ２で行動計画を変えない）
・事前対策

第３回 清水港防災対策連絡協議会
・BCP（最終案）の確認・承認

BCP検討部会 津波避難誘導小部会

H26.2.3

H26.5.12

今年内を予定

H26.2.3

H26.5.12

H26.5.12

H25.12.4

・清水港の特性を踏まえた基本
数値を適用した場合に、避難困
難となるエリアの確認

・課題抽出と、清水港の特性を踏
まえた避難速度等の基本数値
の設定

第２回 清水港防災対策連絡協議会 （１年間の検討の中間報告）
・部会・小部会での検討を踏まえた、「被害想定」、「機能回復目標」、「発災後の行動計画」、「事前対策」の報告と、
みなと機能継続計画（案）について

・清水港の特性を踏まえた避難速度等の基本数値を用いた場合の避難困難となるエリアの報告
・既存の地震災害対策マニュアル、新興津ＣＴ復旧プログラム、津波避難誘導計画の見直しの方針について
・今後の業務の工程について ・大学等の実践型研究への協力について

H26.5.20

BCP検討部会 各小部会
津波避難誘導小部会 ・・・津波避難誘導計画の見直し案の検討
緊急物資小部会 ・・・地震災害対策ﾏﾆｭｱﾙの見直し案の検討
コンテナ小部会 ・・・新興津ＣＴ復旧ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの見直し案の検討 等

BCP検討部会
・地震災害対策マニュアル、新興津ＣＴ復旧プログラム、
津波避難誘導計画の見直し案の検討

・緊急物資･ｺﾝﾃﾅ・ﾊﾞﾙｸ他部分の検討
・関係者の連携・協働体制樹形図（案）の検討 等

（事務局）
・復旧活動での連携、役割分担、指示系統等の関係官庁との調整
・緊急物資取扱量、RORO船・フェリーの活用などを県庁と見直し
・組織体制の見直し（清水港管理局所管分） 等

H26.5.20 第２回 清水港防災対策連絡協議会 資料６
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